
2022年3月31日、国際サステナビリティ基準審議
会（ISSB）はIFRSサステナビリティ開示基準に関す
る最初の2つの公開草案として、「サステナビリティ
関連財務情報の開示に関する全般的要求事項（以下、
全般的要求事項）」と「気候関連開示（以下、気候関
連開示の要求事項）」を公表しました。本誌22年5月
号及び7月号ではこれら2つの公開草案の概要や結論
の背景、各要求事項等について解説しました。
本稿では、その後の利害関係者からのフィードバッ
クコメントの概要を紹介しながら、ISSBの再審議の
状況や今後の動向等について解説します。なお、文中
の意見にわたる部分は筆者の私見であることをあらか
じめ申し添えます。

ISSBは、公表した2つの公開草案に対する利害関係
者からのフィードバックコメントを、22年7月29日
を期限として募集しました。また、それに先立って、
初期的な分析を目的としたアウトリーチ（情報収集）
も実施されました。
これらについて、Ⅲで解説します。

EYを含む、1,400を超えるコメントレターが2つの

公開草案に対して寄せられました。
また、22年9月のISSB会議において、フィードバッ

クの要約結果が報告され、合わせて今後の再審議の対
象となる項目が、暫定的に決定されました（＜表1＞
参照）。
本稿では、再審議項目の中から、読者の関心が高い
と思われる一部の項目に関して解説します。

1. 共通事項
（1）適用可能性（scalability）
提案された開示要求に関して、世界の各企業におけ
る適用能力や準備状況について、ISSBはしっかりと
考慮すべきであるとのフィードバックが、大多数の
回答者から寄せられています。それを受けて、ISSB

ではこの「適用可能性」課題に対応するため、適用
能力や準備状況が異なる企業が開示要求を適用で
きるようすることで企業負担を軽減させる「仕組み
（mechanism）」と、当該課題に対応するためにどの
仕組みの採用が適切かを評価する際に用いる「考慮事
項」の検討を始めています。
以下は、ISSBが暫定的に決定した、識別すべき仕

組みとして特に検討されたこと、及び、最適な仕組み
を選択する際の考慮事項の具体的な内容となります。

①仕組み

Ⅰ　はじめに
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Ⅲ　フィードバックコメントの概要
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活動している。

IFRSサステナビリティ開示基準に関する
2つの公開草案に対するフィードバックの概要と今後の動向

a. 適用可能性に関する明確な規準に基づいて特
定の開示を求めない（もしくは、より簡便な
代替的な開示を求める）よう、提案された開
示要求事項を修正する。
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②考慮事項

2. 「全般的要求事項」関連
（1）報告の頻度
財務諸表と同時、かつ同一期間を対象としたサステ
ナビリティ関連財務情報の開示が有用である点に多く
の賛同があった一方、その実務負担、実行可能性、開
示内容の後退を招くといった懸念が寄せられています。

3. 「気候関連開示の要求事項」関連
（1）気候レジリエンス
気候関連のシナリオ分析を用いることを含め、提案
された要求事項に幅広い賛同が得られている一方で、
特に、気候関連の開示経験が浅い企業や小規模企業に
とっては大きな負担となるとのコメントが多く寄せら
れています。

（2）温室効果ガスの排出
スコープ1・2排出の絶対総量の開示を行う点につ
いて多くの回答者から賛同を得られている一方で、一
部からは、基本となる計算や測定方法に関する要求事
項に反対の声も寄せられています（例：ISO14064※や
各国の枠組みも代替的に利用可能とすべき）。
また、スコープ3排出の絶対総量に関する提案に関

して、基本コンセプトについては多くの賛同が得られ
ている一方、その個々の要求事項に関してはさまざまな
懸念が表明されており、例えば計算方法に必要なデー
タの入手可能性、非常に多くの見積りが必要となる点
や不確実性に関する課題が挙げられています。

※　温室効果ガス排出量報告の自主検証のための国際規格

▶表1　今後の再審議対象となった項目（数字は、本稿Ⅲにおける解説番号）

1.共通事項 2. 全般的要求事項 3. 気候関連開示の要求事項

（1）適用可能性 企業価値 企業の戦略及び意思決定（移行計画を含む）

サステナビリティ関連及び気候関連の 
リスク及び機会が企業の財務業績、財
政状態及びキャッシュ・フローに与え
る現在及び予想される影響

報告の幅広さ （1）気候レジリエンス

重大なサステナビリティ関連のリスク及び機会 （2）温室効果ガスの排出

サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別
並びに開示（他の基準設定主体のマテリアルの
利用を含む）

（3）産業別開示要求（ファイナンス及びファシ
リテーションに係る排出を含む）

重要性の評価の適用

（さまざまなサステナビリティ関連のリスク及
び機会の間の、及び、開示される情報の間の）
つながりのある情報

（1）報告の頻度

出典：ISSB Update September 2022に基づき筆者作成

b. 「開示不可能である」の規準を満たすと判断する
企業には、当該規準を満たす理由の説明を求め
るよう、提案された開示要求事項を修正する。

c. ISSBによる適用ガイダンスの提供を含む、作
成者の基準適用をサポートするためのマテリ
アルを提供する。

d. 追加的なガイダンスや測定方法、算定のため
のインプットの情報源として、他のサステナ
ビリティ関連のプロトコルやフレームワーク
及びガイダンスへの参照を含む、作成者の基
準適用をサポートするマテリアルを提供する。

e. 要求事項を区分け（「基礎（basic）」と「アド
バンスド（advanced）」）した上で、移行期
間において各法域がその適用を選択できるよ
う、提案された開示要求事項を修正する。

a. 適用可能性の課題が一時的（過渡的）か、よ
り恒久的か（例：データの入手可能性）

b. 適用可能性の課題を有している企業群をどの
程度具体的に識別可能か

c. マーケットのガイダンス、方法、業界慣行、
技術がどの程度入手可能か

d. 開示要求を補強する、基礎となる方法や専門
技術の確立度合い
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お問い合わせ先
EＹ新日本有限責任監査法人
品質管理本部　IFRSデスク
Email：ifrs@jp.ey.com
サステナビリティ開示推進室
E-mail：sd.office@jp.ey.com

なおEYは、全世界の企業の適用可能性を考慮し、
スコープ3の要求事項を段階的に導入することの検討
をISSBに提案しています。また、GHG（温室効果ガ
ス）プロトコルの使用に同意するものの、GHGプロ
トコルに類似する特定の国内・地域の枠組みがすでに
あり、それらの枠組みの方がその国・地域においては
より適していると考えられている可能性があるケース
（例えば、日本）が存在することも認識しており、各
国・地域におけるGHGプロトコル以外の代替的手法
の適用状況を調査するため、ISSBが日本等と協議す
ることを提案しています。

（3）産業別開示要求
大多数のコメントが、重大なサステナビリティ関連
のリスク及び機会の識別や記述において、気候関連開
示の要求事項の付録B「産業別開示要求」の開示トピッ
クの考慮が必要である点に同意している一方で、付録
Bで要求されている産業別の開示要求に関してさまざ
まな反応が寄せられています。
なおEYは、産業別開示の必要性は支持するものの、
提案されている付録Bの産業別要求の現在の構造と内
容を踏まえると、現時点では強制力のあるガイダンス
としての適用は支持しない旨のコメントをISSBに提
出しています。

Ⅳ　おわりに

ISSBは、22年内にフィードバック作業を完了させ、
23年のなるべく早い段階で最終基準書を公表するこ
とを目指しています。
また、ISSBだけでなく、EUや米国等の各国のサス

テナビリティ開示のルール策定の動向や日本の金融庁
やサステナビリティ基準委員会（SSBJ）の審議状況
も引き続き、注視する必要があると考えられます。

• A5判　第一法規
• 価格　上：22,000円＋税、中：22,000円＋税、下：21,500円＋税

金融・保険：25,200円+税
本書は、EYの国際財務報告基準（IFRS）に関するナレッジを結集
した国内最高レベルの本格的専門書の最新日本語版です。新基準を
含めた幅広い項目を収録し、規定やその背景にある理論のみならず、
実務上の論点やその対応、さらに、日本企業がIFRSを適用する際に
生じる論点やそれらに対するEYの解釈を加えており、実践的な解説
書となっています。わが国においてもIFRS適用がますます広がりを
見せる中で、財務諸表作成者や職業会計人など、全ての方に必携の
実務書です。

IFRS国際会計の実務　International GAAP 2022 （上・中・下巻）
IFRS国際金融・保険会計の実務　International GAAP 2022

IFRS実務講座
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